












すべてのプランセットできるプラン

特約の保険金額 1,000万円、3,000万円、5,000万円、1億円、無制限（国外は1億円限度）のいず
れかから選択できます。

他人にケガをさせたり、物を壊したり
した場合のトラブルに備えたい！

賠償事故に備えたい
個人賠償責任特約

日常生活においてお客さまご自身またはご家族の方が、偶然な事故
により法律上の損害賠償責任を負担することにより被った損害を
補償します。

・マンションで給水ホースのつなぎ部分が破損し、
階下の部屋に水漏れを起こしてしまった。
・日本国内で友人から借りたカメラを、
海外旅行先で落として壊してしまった。

・子供が自転車運転中に他人にケガをさせた。
・飼い犬が他人に噛みついてケガをさせた。
・自転車を運転中に踏切内で立ち往生してしまい、
電車を止めてしまった。

1．示談交渉サービスのご利用にあたっては、この特約の
被保険者および被害者の方の同意が必要となります。

2．この特約の補償の対象となる事故にかぎります。
3．賠償責任額が明らかにこの特約の保険金額を超える
場合は対応できません。

保険金をお支払いする場合

被保険者が、日本国内外において発生した次のいずれかに該当する偶然な事故により、他
人にケガを負わせたり、他人の財物を損壊したり、日本国内で受託した財物を盗み取られ
たり、または電車等を運行不能にさせた結果、法律上の損害賠償責任を負担することに
よって損害を被った場合
●被保険者の居住の用に供される住宅※または被保険者が所有する被保険者以外の居住
の用に供される住宅※の所有、使用または管理に起因する偶然な事故

 ※ 別荘等一時的に居住の用に供される住宅を含みます。

●被保険者の日常生活に起因する偶然な事故

お支払いする保険金

損害賠償金および費用（訴訟費用など）
（1回の事故につき、ご選択いただいた　　　　　　　　　
が限度）

日本国内の事故にかぎり、損害賠償に
関する示談交渉をお客さまに代わって
損保ジャパンがお引き受けします。

保険金をお支払いできない主な場合

・自動車の所有・使用・管理に起因する賠償責任の場合
・業務に直接起因する賠償責任の場合　など

ご注意

すべてのプラン

保険金をお支払いする場合

被保険者が、日本国内において発生した次のいずれかに該当する偶然な事故により、他人にケ
ガを負わせたり、他人の財物を損壊した結果、法律上の損害賠償責任を負担することによって
損害を被った場合
●被保険者が所有、使用または管理する保険証券記載の施設に起因する偶然な事故
●被保険者の保険証券記載の施設における保険証券記載の業務遂行に起因する偶然な事故

保険金をお支払いできない主な場合

建物外部から内部への雨や雪等による浸入または吹き込みによる損害の場合    など

お支払いする保険金

損害賠償金および費用（訴訟費用など）
（1回の事故につき、ご選択いただいた　　　　　　　　
が限度）

損害賠償に関する示談交渉サービスは行い
ません。

セットできる契約の主な条件

1,000万円、3,000万円、5,000万円、1億円のいずれかから選択できます。特約の保険金額

セットできるプラン

対象業種が、小売店、料理飲食店、事務所、マンション賃貸・管理業（戸建を賃貸する場合も含み
ます。）であること

賃貸マンションや小売店な
ど、対象業種に該当する場合
で、業務上の損害賠償責任
を問われるようなトラブルに
備えたい！

賃貸用マンションの建物の壁が崩落し、駐車中の車を傷つけてしまい、
法律上の損害賠償責任を負ってしまった。

施設賠償責任特約

保険証券記載の建物の欠陥や、この建物における保険証券記載の業務遂行に
起因する偶然な事故により、他人にケガを負わせたり、 他人の物を壊したりした
結果、法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を補償します。

地震保険はP.5･6をご参照ください。

地震保険料控除はP.6をご参照ください。

ベーシック（Ⅰ型） ベーシック（Ⅰ型）水災なし ベーシック（Ⅱ型） ベーシック（Ⅱ型）水災なし

火災保険
金額

地震による倒壊 津波による流失地震による火災

※ 保険金額が再調達価額を超えるときは、算式の保険金額は再調達価額とします。保険
の対象が家財である場合において、家財の再調達価額には貴金属等は含みません。

セットできるプラン

地震等を原因とする火災により、保険証券記載の建物が半焼以上となった
場合、または保険の対象である家財が全焼となった場合。地震等により保険
の対象が滅失（建物が倒壊した場合等）した後に火災による損害が生じた
場合を除きます。

保険金をお支払いする場合

お支払いする保険金

地震保険料控除 お支払いいただいた地震保険料は、一定額を限度として、その年のご契約者の課税所得から
控除されます。（2026年3月現在）

保険金をお支払いできない主な場合

・建物が半焼以上とならなかった場合
・家財が全焼とならなかった場合　など

地震火災30プラン

地震火災50プラン
保険金額※×45％（地震火災費用保険金（火災保険金額×5％）と合算
で、火災保険金額×50%）

ご注意 地震保険をセットしない場合でも、この特約をセットすることがで
きます。ただし、地震による倒壊や津波による流失等の損害は当該
特約では補償されませんのでご注意ください。

保険金額※×25％（地震火災費用保険金（火災保険金額×5％）と合算
で、火災保険金額×30%）

0%

50%

100%

（注）上表は地震保険金額を火災保険金額の50%で設定し、地震
保険が全損認定された場合のお支払いイメージです。

地震火災特約（地震火災30プラン・地震火災50プラン）

地震を原因とする火災で、建物が全焼してしまった。

地震・噴火またはこれらによる津波を原因とする火災の損害が
生じた場合に、地震保険金・地震火災費用保険金とあわせて、
最大で火災保険金額の100％まで補償します。

地震保険には加入しているけど地震
による火災補償が100％ではないた
め不安。しっかり補償したい！

地震の補償を充実させたい
地震保険の保険金額は、最大で火災保険金額の50％です。
地震等による損害が生じた場合の補償を充実させたいお客さまに向けて特約をご用意しています。

地震等による
火災の損害を
カバー

地震火災特約＋
地震火災費用

地震保険

備えの状況（地震火災50プランの場合）

地震火災費用保険金についてはP.14をご参照ください。

補償重複にご注意ください

特約の保険金額

特約の保険金額
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本パンフレット兼重要事項等説明書に記載されていない特約につきましては、取扱代理店または
損保ジャパンまでお問い合わせください。

その他の特約について

・SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）上でいわれも
ない誹謗中傷にあい、精神的苦痛を受けた。
・子供が隣の席のクラスメイトからいじめにあい、登校拒否の
状態になり、精神的苦痛を受けた。
・インターネット通販の会社から、本物とだまされて、偽物の
ブランド品を売りつけられた。

・自動車を運転中に歩行者をひいてケガをさせ、
起訴された。

セットできるプラン すべてのプラン

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金

【紛争解決弁護士費用】
日本国内において保険期間中に発生した被害事故または人格権侵害を解決するために、
被保険者が弁護士等に委任したことで弁護士費用および法律相談・書類作成費用等を負
担した場合
【刑事弁護士費用】
日本国内において自動車を運転中等の対人事故により、被保険者が他人にケガなどをさせ
た場合に刑事事件の対応を行うための弁護士費用※および法律相談費用等を負担した
場合
※ 相手の方が死亡された場合または被保険者が逮捕もしくは起訴された場合にかぎります。

1回の事故につき、被保険者1名あたりのお支払いする保険
金は次のとおりです。

【紛争解決弁護士費用】
●紛争解決弁護士費用保険金　300万円が限度
●紛争解決法律相談・書類作成費用保険金　10万円が限度

【刑事弁護士費用】
●刑事弁護士費用保険金　150万円が限度
●刑事法律相談費用保険金　10万円が限度

保険金をお支払いできない主な場合

医療ミスによる被害事故に関するトラブルを解決するために
支出した弁護士費用　など

弁護士費用特約

日常生活で起こる被害事故や人格権侵害に関する紛争で、被保険者が相手方に
法律上の損害賠償請求をする場合や、自動車等の対人加害事故における刑事
事件の対応を行う場合に弁護士に相談・依頼する費用等※を補償します。

弁護士に相談できる補償に入りたい

被害事故等のトラブルが起こっ
た際に弁護士に相談したい！

（注）主契約の自己負担額に関係なく、本特約の自己負担額は0円と
なります。

※算出方法は、P.14「損害保険金について」をご参照ください。

※ 弁護士費用および法律相談・書類作成費用等をいいます。

補償重複にご注意ください

など

損害の割合

30%以上

15%以上30%未満
（床上浸水）

（損害の額－自己負担額）※×70%

保険金額×10%
（1事故1敷地内200万円が限度）

15%未満（床上浸水） 保険金額×5%
（1事故1敷地内100万円が限度）

①

③

②

お支払いする損害保険金

●安心更新サポート特約
　万が一の際にも補償が途切れないよう、ご契約を自動更新
する機能がある特約です。一部のご契約を除き、自動セット
されます。詳細はP.27「安心更新サポート特約について」を
ご参照いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお
問い合わせください。

●水災支払方法縮小特約
　水災による損害保険金の支払方法を実損払から、3段階払
（70％・10％・5%）に変更する特約です。

お支払いする損害保険金は、損害の割合に応じて次のとおりです。

（注）盗難、不測かつ突発的な事故の場合は、補償限度額や損害保険金が異なるものがあります。
詳しくは、P.19「②お支払いする損害保険金の額」をご確認ください。

※1 保険の対象が建物の場合は協定再調達価額を、家財の場合は再調達
価額（貴金属等の場合は時価額）を基準とし、事故発生直前の状態に
復旧するために必要な費用（復旧費用）および次の復旧付随費用をい
います。

※2 保険の対象が建物で、全焼等により建物を復旧できない場合または建
物の復旧費用が協定再調達価額に達した場合は、自己負担額を差し
引きません。

お支払いする保険金

復旧付随費用

事故が起こった際には、復旧費用だけでなく、
復旧付随費用もまとめて損害保険金としてお支払いします。

損害保険金について

損害保険金のほかに、事故により発生する費用を補償するものとして次の費用保険金または
損害防止費用をお支払いします。

費用保険金などについて

復旧付随費用をお支払いする
一例については、P.2をご参照
ください。

臨時費用保険金

火災保険の損害保険金が支払われる場合に損害保険金にプラスしてお支払いします。
臨時費用保険金は、損害保険金との合計額が保険金額を超過する場合でもお支払いします。
なお、補償の有無は次から選択できます。
・損害保険金×10%　100万円または保険金額×10%※のいずれか低い額が限度

（1回の事故・1敷地内ごと）
・臨時費用保険金なし
※ 「保険金額×10％」は、損害保険金をお支払いする保険の対象ごとに算出します。

損害防止費用

火災、落雷、破裂または爆発による損害の発生または拡大の防止のために支出した必要
または有益な次の費用について、実際にかかった費用をお支払いします。
(1)消火活動のために費消した消火薬剤などの再取得費用
(2)消火活動に使用したことにより損傷した物の修理費用または再取得費用
(3)消火活動のために緊急に投入された人員または器材にかかわる費用

地震火災費用保険金

地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震等」といいます。）を原因とする火災で建物が半焼
以上、または保険の対象である家財が全焼した場合は、保険金額の5％をお支払いします。
（注）地震等により保険の対象が滅失（建物が倒壊した場合等）した後に火災による損害が生じた

場合を除きます。

損害の額※1 自己負担額※2 ＝ 損害保険金（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）－

設備または装置を
再稼働するために
点検・試運転

保険の対象の
代替を賃借

保険の対象の代替
として仮設物を建設

迅速に復旧するため
に残業勤務で工事

建物修理時に家具を倉庫等へ
移動・保管・再設置

損害の範囲の確認 ブルーシートで仮修理 スクラップを搬出
保険の対象を復旧する
ための原因の調査

損害範囲確定費用 仮修理費用 残存物取片づけ費用 原因調査費用

試運転費用 賃借費用 仮設物設置費用 残業勤務などの費用 保険の対象以外の原状復旧費用

凍結水道管
修理費用保険金

建物の専用水道管が凍結によって損壊を受け、これを修理するのに必要かつ有益な費用
（1回の事故につき、1敷地内ごとに10万円が限度）をお支払いします。
（注1）パッキングのみに生じた損壊やマンションなどの共用部分の専用水道管にかかわる修理費用

は含みません。
（注2）保険の対象に建物が含まれる場合のみ補償します。
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本パンフレット兼重要事項等説明書に記載されていない特約につきましては、取扱代理店または
損保ジャパンまでお問い合わせください。

その他の特約について

・SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）上でいわれも
ない誹謗中傷にあい、精神的苦痛を受けた。
・子供が隣の席のクラスメイトからいじめにあい、登校拒否の
状態になり、精神的苦痛を受けた。
・インターネット通販の会社から、本物とだまされて、偽物の
ブランド品を売りつけられた。

・自動車を運転中に歩行者をひいてケガをさせ、
起訴された。

セットできるプラン すべてのプラン

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金

【紛争解決弁護士費用】
日本国内において保険期間中に発生した被害事故または人格権侵害を解決するために、
被保険者が弁護士等に委任したことで弁護士費用および法律相談・書類作成費用等を負
担した場合
【刑事弁護士費用】
日本国内において自動車を運転中等の対人事故により、被保険者が他人にケガなどをさせ
た場合に刑事事件の対応を行うための弁護士費用※および法律相談費用等を負担した
場合
※ 相手の方が死亡された場合または被保険者が逮捕もしくは起訴された場合にかぎります。

1回の事故につき、被保険者1名あたりのお支払いする保険
金は次のとおりです。

【紛争解決弁護士費用】
●紛争解決弁護士費用保険金　300万円が限度
●紛争解決法律相談・書類作成費用保険金　10万円が限度

【刑事弁護士費用】
●刑事弁護士費用保険金　150万円が限度
●刑事法律相談費用保険金　10万円が限度

保険金をお支払いできない主な場合

医療ミスによる被害事故に関するトラブルを解決するために
支出した弁護士費用　など

弁護士費用特約

日常生活で起こる被害事故や人格権侵害に関する紛争で、被保険者が相手方に
法律上の損害賠償請求をする場合や、自動車等の対人加害事故における刑事
事件の対応を行う場合に弁護士に相談・依頼する費用等※を補償します。

弁護士に相談できる補償に入りたい

被害事故等のトラブルが起こっ
た際に弁護士に相談したい！

（注）主契約の自己負担額に関係なく、本特約の自己負担額は0円と
なります。

※算出方法は、P.14「損害保険金について」をご参照ください。

※ 弁護士費用および法律相談・書類作成費用等をいいます。

補償重複にご注意ください

など

損害の割合

30%以上

15%以上30%未満
（床上浸水）

（損害の額－自己負担額）※×70%

保険金額×10%
（1事故1敷地内200万円が限度）

15%未満（床上浸水） 保険金額×5%
（1事故1敷地内100万円が限度）

①

③

②

お支払いする損害保険金

●安心更新サポート特約
　万が一の際にも補償が途切れないよう、ご契約を自動更新
する機能がある特約です。一部のご契約を除き、自動セット
されます。詳細はP.27「安心更新サポート特約について」を
ご参照いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお
問い合わせください。

●水災支払方法縮小特約
　水災による損害保険金の支払方法を実損払から、3段階払
（70％・10％・5%）に変更する特約です。

お支払いする損害保険金は、損害の割合に応じて次のとおりです。

（注）盗難、不測かつ突発的な事故の場合は、補償限度額や損害保険金が異なるものがあります。
詳しくは、P.19「②お支払いする損害保険金の額」をご確認ください。

※1 保険の対象が建物の場合は協定再調達価額を、家財の場合は再調達
価額（貴金属等の場合は時価額）を基準とし、事故発生直前の状態に
復旧するために必要な費用（復旧費用）および次の復旧付随費用をい
います。

※2 保険の対象が建物で、全焼等により建物を復旧できない場合または建
物の復旧費用が協定再調達価額に達した場合は、自己負担額を差し
引きません。

お支払いする保険金

復旧付随費用

事故が起こった際には、復旧費用だけでなく、
復旧付随費用もまとめて損害保険金としてお支払いします。

損害保険金について

損害保険金のほかに、事故により発生する費用を補償するものとして次の費用保険金または
損害防止費用をお支払いします。

費用保険金などについて

復旧付随費用をお支払いする
一例については、P.2をご参照
ください。

臨時費用保険金

火災保険の損害保険金が支払われる場合に損害保険金にプラスしてお支払いします。
臨時費用保険金は、損害保険金との合計額が保険金額を超過する場合でもお支払いします。
なお、補償の有無は次から選択できます。
・損害保険金×10%　100万円または保険金額×10%※のいずれか低い額が限度

（1回の事故・1敷地内ごと）
・臨時費用保険金なし
※ 「保険金額×10％」は、損害保険金をお支払いする保険の対象ごとに算出します。

損害防止費用

火災、落雷、破裂または爆発による損害の発生または拡大の防止のために支出した必要
または有益な次の費用について、実際にかかった費用をお支払いします。
(1)消火活動のために費消した消火薬剤などの再取得費用
(2)消火活動に使用したことにより損傷した物の修理費用または再取得費用
(3)消火活動のために緊急に投入された人員または器材にかかわる費用

地震火災費用保険金

地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震等」といいます。）を原因とする火災で建物が半焼
以上、または保険の対象である家財が全焼した場合は、保険金額の5％をお支払いします。
（注）地震等により保険の対象が滅失（建物が倒壊した場合等）した後に火災による損害が生じた

場合を除きます。

損害の額※1 自己負担額※2 ＝ 損害保険金（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）－

設備または装置を
再稼働するために
点検・試運転

保険の対象の
代替を賃借

保険の対象の代替
として仮設物を建設

迅速に復旧するため
に残業勤務で工事

建物修理時に家具を倉庫等へ
移動・保管・再設置

損害の範囲の確認 ブルーシートで仮修理 スクラップを搬出
保険の対象を復旧する
ための原因の調査

損害範囲確定費用 仮修理費用 残存物取片づけ費用 原因調査費用

試運転費用 賃借費用 仮設物設置費用 残業勤務などの費用 保険の対象以外の原状復旧費用

凍結水道管
修理費用保険金

建物の専用水道管が凍結によって損壊を受け、これを修理するのに必要かつ有益な費用
（1回の事故につき、1敷地内ごとに10万円が限度）をお支払いします。
（注1）パッキングのみに生じた損壊やマンションなどの共用部分の専用水道管にかかわる修理費用

は含みません。
（注2）保険の対象に建物が含まれる場合のみ補償します。
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ご契約時 にご注意いただきたいこと

×○ ○ ○

専用店舗専用住宅 共同住宅 併用住宅

ご契約者（申込人）の
住所

保険の対象の
所在地

異なる

ご契約者（申込人）
被保険者

（保険の対象の所有者）

異なる

※1 共同住宅を含みます。
共同住宅とは、1つの建物で1世帯の生活単位となる戸室が2つ以上あり、各戸室または建物に付属
して各世帯が炊事を行う設備があるものをいいます。ただし、M構造※3の区分所有建物の共用部分
を一括して保険の対象とする場合は、マンション総合保険でのお引き受けとなります。

※2 併用住宅とは、住居と住居以外の用途（事業）に併用される建物をいいます。
※3 M構造とは、下記に該当するものをいいます。

※1 「耐火構造建築物」「主要構造部※3が耐火構造の建物」「主要構造部※3が
　　建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準※4に
　　適合する構造の建物」を含みます。
※2 「特定避難時間倒壊等防止建築物」「主要構造部が準耐火構造の建物」
　　「主要構造部が準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造の建物」
　　を含みます。

※3 建築基準法施行令第108条の3に定める防火上及び避難上支障がない
　　主要構造部を有する場合にはその部分以外の主要構造部をいいます。
※4 2024年（令和6年）4月1日改正前の建築基準法施行令においては第108条
　　の3第1項第1号イ及びロに掲げる基準をいいます。

ＴＨＥ すまいの保険でご契約いただけるのは、日本国内に所在する専用住宅※1、併用住宅※1※2です。
住居部分のない専用店舗はご契約いただけません。

ご契約者住所と保険の対象の所在地が異なる場合は、ご契約の際に
保険契約申込書等に記載する必要があります。

ご契約者と被保険者（補償を受けられる方）が異なる場合は、ご契約の際に保険
契約申込書等に記載する必要があります。被保険者とは、保険の対象の所有者
で、事故の際に保険金をお受け取りいただける方のことです。保険の対象が家
財の場合は、保険契約申込書等に記載の建物に収容される被保険者のご親族
および被保険者の配偶者のご親族の方の家財も保険の対象に含みます。

ＴＨＥ すまいの保険の構造級別は、M構造、T構造、H構造の3区分です。
構造級別の詳細は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
保険料は構造級別によって異なります。M構造の建物を保険の対象とする場合は、
「建物の所有関係」も保険料に影響します。（M構造内で保険料が異なる場合があります。）

T構造M構造 H構造

M構造およびT構造に該当しない建物

1．次の（1）～（4）のいずれかに該当する
    共同住宅
     （1）コンクリート造建物
     （2）コンクリートブロック造建物
     （3）れんが造建物　（4）石造建物
2．耐火建築物※1の共同住宅

1．次の（1）～（5）のいずれかに該当する建物
     （1）コンクリート造建物
     （2）コンクリートブロック造建物
     （3）れんが造建物　（4）石造建物
     （5）鉄骨造建物
2．耐火建築物※1

3．準耐火建築物※2

4．省令準耐火建物

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の所在地について

保険の対象となる建物または家財の被保険者（補償を受けられる方）について

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の構造について

個人用火災総合保険の割増引には、公有物件等割引、職業割増・作業割増、平均用法割増、長期分割
割引※、建物・家財セット割引、Web証券割引があります。詳細は、損保ジャパン公式ウェブサイト
をご確認いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
※ 1年契約を毎年更新した場合の総額保険料に比べ、長期契約の保険料が割安とならないケースも
発生します。

割増引について

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の用途について

1.木造であっても次の（1）～（3）のいずれかに該当する場合は、T構造
となります。（共同住宅で（1）耐火建築物※1の場合はM構造となりま
す。）
（1）耐火建築物※1　（2）準耐火建築物※2　（3）省令準耐火建物

2.H構造の建物のうち、前契約の構造級別がB構造または2級構造である
継続契約の場合は、経過措置を適用しますが、保険料はH構造と同一と
なります。

（注）地震保険はH構造の料率から引き下げた料率を適用する場合があります。継続契
約が他の保険会社からの切替契約の場合は所定の確認が必要となります。

該当する場合は、所定の確認が必要となります。

次の1.または2.の条件に合致する場合は、ご注意ください。

特約ごとの被保険者の範囲について

詳細はこちら  〉

携行品損害特約 －
－

特約 被保険者 ご注意事項

（1）特約の記名被保険者
（2）（1）の配偶者
（3）（1）または（2）の同居の親族
（4）（1）または（2）の別居の未婚の子

次のいずれかの場合は、その親権者や監督義務者等も、被保険者
に含まれます。
 ・（1）が未成年者や責任無能力者の場合
 ・（2）～（4）が責任無能力者の場合

刑事弁護士費用について、(2)～(4)は自動車等を使用または
管理中である場合にかぎります。

住宅修理トラブル弁護士費用特約

個人賠償責任特約

弁護士費用特約

1．
2．

3．

4．

債務者集団扱について

金融機関が取扱代理店となる場合、この保険商品のお申込みの有無が、金融機関とのその他の取引
に影響を与えることはありません。また、住宅ローンのお申込みにあたり、火災保険等にご加入いただ
くことは融資の条件ではありません。
なお、「ＴＨＥ すまいの保険」は損害保険であり預金等ではありません。したがいまして、元本保証は
ありません。また、預金保険法第53条に規定する保険金の支払対象とはなりません。

債務者集団扱契約としてご契約いただけるのは、契約者および保険の対象がそれぞれ下記に該当
する場合のみとなります。

住宅ローン等の債務者の方保険契約者

保険の対象
建 物

家 財

住宅ローン等により取得した建物、
または抵当権設定等の債権保全措置が講じられた建物

上記建物に収容された家財

金融機関が取扱代理店となる場合

複数の保険会社による共同保険契約を締結される場合は、幹事保険会社が他の引受保険会社を代
理・代行して、保険料の領収、保険証券等の発行、保険金支払その他の業務または事務を行います。
引受保険会社は、それぞれの引受割合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を
負います。なお、引受保険会社および引受割合は取扱代理店にご確認ください。

複数の保険会社による共同保険契約の締結
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ご契約時 にご注意いただきたいこと

×○ ○ ○

専用店舗専用住宅 共同住宅 併用住宅

ご契約者（申込人）の
住所

保険の対象の
所在地

異なる

ご契約者（申込人）
被保険者

（保険の対象の所有者）

異なる

※1 共同住宅を含みます。
共同住宅とは、1つの建物で1世帯の生活単位となる戸室が2つ以上あり、各戸室または建物に付属
して各世帯が炊事を行う設備があるものをいいます。ただし、M構造※3の区分所有建物の共用部分
を一括して保険の対象とする場合は、マンション総合保険でのお引き受けとなります。

※2 併用住宅とは、住居と住居以外の用途（事業）に併用される建物をいいます。
※3 M構造とは、下記に該当するものをいいます。

※1 「耐火構造建築物」「主要構造部※3が耐火構造の建物」「主要構造部※3が
　　建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準※4に
　　適合する構造の建物」を含みます。
※2 「特定避難時間倒壊等防止建築物」「主要構造部が準耐火構造の建物」
　　「主要構造部が準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造の建物」
　　を含みます。

※3 建築基準法施行令第108条の3に定める防火上及び避難上支障がない
　　主要構造部を有する場合にはその部分以外の主要構造部をいいます。
※4 2024年（令和6年）4月1日改正前の建築基準法施行令においては第108条
　　の3第1項第1号イ及びロに掲げる基準をいいます。

ＴＨＥ すまいの保険でご契約いただけるのは、日本国内に所在する専用住宅※1、併用住宅※1※2です。
住居部分のない専用店舗はご契約いただけません。

ご契約者住所と保険の対象の所在地が異なる場合は、ご契約の際に
保険契約申込書等に記載する必要があります。

ご契約者と被保険者（補償を受けられる方）が異なる場合は、ご契約の際に保険
契約申込書等に記載する必要があります。被保険者とは、保険の対象の所有者
で、事故の際に保険金をお受け取りいただける方のことです。保険の対象が家
財の場合は、保険契約申込書等に記載の建物に収容される被保険者のご親族
および被保険者の配偶者のご親族の方の家財も保険の対象に含みます。

ＴＨＥ すまいの保険の構造級別は、M構造、T構造、H構造の3区分です。
構造級別の詳細は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
保険料は構造級別によって異なります。M構造の建物を保険の対象とする場合は、
「建物の所有関係」も保険料に影響します。（M構造内で保険料が異なる場合があります。）

T構造M構造 H構造

M構造およびT構造に該当しない建物

1．次の（1）～（4）のいずれかに該当する
    共同住宅
     （1）コンクリート造建物
     （2）コンクリートブロック造建物
     （3）れんが造建物　（4）石造建物
2．耐火建築物※1の共同住宅

1．次の（1）～（5）のいずれかに該当する建物
     （1）コンクリート造建物
     （2）コンクリートブロック造建物
     （3）れんが造建物　（4）石造建物
     （5）鉄骨造建物
2．耐火建築物※1

3．準耐火建築物※2

4．省令準耐火建物

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の所在地について

保険の対象となる建物または家財の被保険者（補償を受けられる方）について

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の構造について

個人用火災総合保険の割増引には、公有物件等割引、職業割増・作業割増、平均用法割増、長期分割
割引※、建物・家財セット割引、Web証券割引があります。詳細は、損保ジャパン公式ウェブサイト
をご確認いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
※ 1年契約を毎年更新した場合の総額保険料に比べ、長期契約の保険料が割安とならないケースも
発生します。

割増引について

保険の対象となる建物（または家財を収容する建物）の用途について

1.木造であっても次の（1）～（3）のいずれかに該当する場合は、T構造
となります。（共同住宅で（1）耐火建築物※1の場合はM構造となりま
す。）
（1）耐火建築物※1　（2）準耐火建築物※2　（3）省令準耐火建物

2.H構造の建物のうち、前契約の構造級別がB構造または2級構造である
継続契約の場合は、経過措置を適用しますが、保険料はH構造と同一と
なります。

（注）地震保険はH構造の料率から引き下げた料率を適用する場合があります。継続契
約が他の保険会社からの切替契約の場合は所定の確認が必要となります。

該当する場合は、所定の確認が必要となります。

次の1.または2.の条件に合致する場合は、ご注意ください。

特約ごとの被保険者の範囲について

詳細はこちら  〉

携行品損害特約 －
－

特約 被保険者 ご注意事項

（1）特約の記名被保険者
（2）（1）の配偶者
（3）（1）または（2）の同居の親族
（4）（1）または（2）の別居の未婚の子

次のいずれかの場合は、その親権者や監督義務者等も、被保険者
に含まれます。
 ・（1）が未成年者や責任無能力者の場合
 ・（2）～（4）が責任無能力者の場合

刑事弁護士費用について、(2)～(4)は自動車等を使用または
管理中である場合にかぎります。

住宅修理トラブル弁護士費用特約

個人賠償責任特約

弁護士費用特約

1．
2．

3．

4．

債務者集団扱について

金融機関が取扱代理店となる場合、この保険商品のお申込みの有無が、金融機関とのその他の取引
に影響を与えることはありません。また、住宅ローンのお申込みにあたり、火災保険等にご加入いただ
くことは融資の条件ではありません。
なお、「ＴＨＥ すまいの保険」は損害保険であり預金等ではありません。したがいまして、元本保証は
ありません。また、預金保険法第53条に規定する保険金の支払対象とはなりません。

債務者集団扱契約としてご契約いただけるのは、契約者および保険の対象がそれぞれ下記に該当
する場合のみとなります。

住宅ローン等の債務者の方保険契約者

保険の対象
建 物

家 財

住宅ローン等により取得した建物、
または抵当権設定等の債権保全措置が講じられた建物

上記建物に収容された家財

金融機関が取扱代理店となる場合

複数の保険会社による共同保険契約を締結される場合は、幹事保険会社が他の引受保険会社を代
理・代行して、保険料の領収、保険証券等の発行、保険金支払その他の業務または事務を行います。
引受保険会社は、それぞれの引受割合に応じて、連帯することなく単独別個に保険契約上の責任を
負います。なお、引受保険会社および引受割合は取扱代理店にご確認ください。

複数の保険会社による共同保険契約の締結
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契約概要 保険商品の内容をご理解いただくための事項 注意喚起情報 ご契約に際して保険契約者および被保険者にとって
不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項

契約概要

1.契約締結前におけるご確認事項
（1） 商品の名称、仕組み

①商品の名称
個人用火災総合保険（ＴＨＥ すまいの保険・ＴＨＥ 家財の保険）

契約概要②商品の仕組み

※1  ご希望により「×（補償の対象外）」とすることもできます。
※2  損害防止費用もお支払いします。損害防止費用とは、火災、落雷、破裂・爆発による損害

発生・拡大防止に必要または有益な消火活動のための費用をいいます。
※3  ＴＨＥ すまいの保険にのみセットすることができます。
※4  ＴＨＥ 家財の保険にのみセットすることができます。

用語のご説明

用語

お

門、塀、垣、タンク、サイロ、井戸、物干または外灯設
備等で建物に直接付属しないものをいいます。な
お、擁壁および土地の崩壊を防止するための構造
物ならびに庭木を含みません。

屋外設備・装
置

貴金属・稿本
等
（以下「貴金属
等」といいま
す。）

再調達価額

時価額

き

さ
損害が生じた地および時において保険の対象と同
一の質、用途、規模、型、能力のものを再取得する
のに要する額をいいます。

し

協定再調達価
額

建物について、保険の対象と同一の構造、質、用
途、規模、型、能力のものを再築または再取得する
のに要する額を基準として、損保ジャパンと保険契
約者または被保険者との間で評価し、協定した額
で、保険証券に記載した額をいいます。

保険の対象の再調達価額から使用による消耗およ
び経過年数などに応じた減価額を控除した額をい
います。ただし、貴金属、宝玉および宝石ならびに
書画、骨とう、彫刻物その他の美術品については、
その保険の対象と同等と認められる物の市場流通
価額をいいます。

保険の対象である家財のうち、次のいずれかの物
をいいます。
ア． 貴金属、宝玉および宝石ならびに書画、骨とう、
彫刻物その他の美術品で、1個または1組の価
額が30万円を超えるもの

イ． 稿本、設計書、図案、雛型、鋳型、木型、紙型、模
型、証書、帳簿その他これらに類する物

ひな い

ご説明用語

た 建物

特約

被保険者

普通保険約款

保険金

土地に定着し、屋根および柱または壁を有するも
のをいい、門、塀、垣、タンク、サイロ、井戸、物干、外
灯設備等の屋外設備・装置を除きます。

と
オプションとなる補償内容など普通保険約款に定
められた事項を特別に補充・変更する事項を定め
たものです。

ひ 保険契約により補償を受けられる方をいいます。

ふ 基本となる補償内容、契約手続等に関する原則的
な事項を定めたものです。

ほ

普通保険約款およびセットされた特約により補償
される損害が生じた場合に損保ジャパンがお支払
いすべき金銭をいいます。

保険証券記載の保険金額をいいます。ただし、保
険の対象が家財である場合には、貴金属等の保険
金額を除いた額を家財の保険金額とします。

損保ジャパンに保険契約の申込みをされる方で、
保険料の支払義務を負う方をいいます。

保険契約により補償される物をいいます。

保険契約者がこの保険契約に基づいて損保ジャパ
ンに払い込むべき金銭をいいます。

保険契約者

保険の対象

保険料

取扱代理店が販売している契約プラン・特約等についての詳細は、取扱代理店または損保ジャパン
までお問い合わせください。

主な用語と略称のご説明は次のとおりです。その他の用語については、
「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご確認ください。

基本となる補償（契約プラン）、セットすることができる主な特約（任意セット特約）、自動的に
セットされる特約（自動セット特約）等は次のとおりです。
なお、水災の補償については、豪雨による土砂崩れや内水氾濫等にも備えられるため、原則
セットとなります。
また、個人用火災総合保険だけでは地震・噴火またはこれらによる津波によって生じた損害は
補償されません。補償するためには、地震保険をセットして加入する必要があります。

このマークに記載の項目は「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載されています。

ご契約の内容は、保険種類に応じた普通保険約款・特約によって定め
られています。この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載して

いるものではありません。詳細については、　　　のマークに記載の

項目も含め、「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載して

います。必要に応じて損保ジャパン公式ウェブサイト（https://www.

sompo-japan.co.jp/kinsurance/yakkan/#06）をご参照いただく

か、冊子でご希望の場合は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い

合わせください。

なお、重要事項等説明書に記載した内容はあくまで汎用的な内容となる

ため、ご契約条件によっては、お申し込みいただける内容（保険期間・補

償内容等）と異なる場合があります。

また、更改契約のお客さまについては、前契約から契約内容が変更と

なる場合がございます。契約内容の変更点について十分にご確認の

うえ、ご契約をお申し込みください。

ご説明

用語のご説明

個人用火災総合保険

地震保険（注）原則セット

自動セット特約

ＴＨＥ 家財の保険ＴＨＥ すまいの保険

同居人居住時
の被保険者に
関する特約

安心更新
サポート特約

一部のご契約を除き、自動セットされます。
詳しくは「3.契約締結後におけるご注意事
項(5）安心更新サポート特約について」を
ご参照ください。

建てかえ
費用特約

「協定再調達価額＝建
物の保険金額」の場合
は、自動セットされます。

保険の対象に建物を
含む場合は、自動セット
されます。

住宅修理トラブル
弁護士費用特約

○：補償の対象　×：補償の対象外

任意セット特約

建物や家財の
さらなる補償

建物電気的・
機械的事故特約※3

地震火災特約
（30プラン、50プラン）

費用の補償 家賃収入特約※3
事故再発防止等
費用特約

賠償等の補償

その他の補償 携行品損害特約 弁護士費用特約

個人賠償責任特約

類焼損害特約
借家人賠償責任・
修理費用特約※4

施設賠償責任特約

ご契約いただくお客さまへ

重要事項等説明書

保険金額

地震火災費用

凍結水道管
修理費用

費
用
の
補
償

　※2 臨時費用

〇 〇 〇 〇

建物：○　家財：×

ご契約の内容により異なります

本項目（P.17～28）では、個人用火災総合保険およびこれにセットされる地震保険に関する
重要な事項（「契約概要」「注意喚起情報」等）についてご説明しています。
ご契約前に必ずご確認のうえ、お申し込みいただきますようお願いします。
なお、保険契約者と被保険者が異なる場合は、
被保険者の方にもこの重要事項等説明書の内容をお伝えください。

基本となる補償（契約プラン）

火災、落雷、
破裂・爆発

建
物
や
家
財
の
補
償

水災

建物の外部から
の物体の落下、
飛来、衝突など

盗難による
盗取・損傷・
汚損

不測かつ
突発的な事故

スリム
Ⅱ型

ベーシック
Ⅰ型

ベーシック
Ⅱ型

スリム
Ⅰ型

建物・家財

※1

〇

〇

※1

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 × × ×

〇 〇 × ×

風災、雹災、
雪災

ひょう

漏水などに
よる水濡れ

ぬ

騒擾・集団
行動等に伴う
暴力行為

じょう

〇 〇 × ×

〇 〇 × ×

〇 〇 × ×

〇 〇 〇 ×

17



契約概要 保険商品の内容をご理解いただくための事項 注意喚起情報 ご契約に際して保険契約者および被保険者にとって
不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項

契約概要

1.契約締結前におけるご確認事項
（1） 商品の名称、仕組み

①商品の名称
個人用火災総合保険（ＴＨＥ すまいの保険・ＴＨＥ 家財の保険）

契約概要②商品の仕組み

※1  ご希望により「×（補償の対象外）」とすることもできます。
※2  損害防止費用もお支払いします。損害防止費用とは、火災、落雷、破裂・爆発による損害

発生・拡大防止に必要または有益な消火活動のための費用をいいます。
※3  ＴＨＥ すまいの保険にのみセットすることができます。
※4  ＴＨＥ 家財の保険にのみセットすることができます。

用語のご説明

用語

お

門、塀、垣、タンク、サイロ、井戸、物干または外灯設
備等で建物に直接付属しないものをいいます。な
お、擁壁および土地の崩壊を防止するための構造
物ならびに庭木を含みません。

屋外設備・装
置

貴金属・稿本
等
（以下「貴金属
等」といいま
す。）

再調達価額

時価額

き

さ
損害が生じた地および時において保険の対象と同
一の質、用途、規模、型、能力のものを再取得する
のに要する額をいいます。

し

協定再調達価
額

建物について、保険の対象と同一の構造、質、用
途、規模、型、能力のものを再築または再取得する
のに要する額を基準として、損保ジャパンと保険契
約者または被保険者との間で評価し、協定した額
で、保険証券に記載した額をいいます。

保険の対象の再調達価額から使用による消耗およ
び経過年数などに応じた減価額を控除した額をい
います。ただし、貴金属、宝玉および宝石ならびに
書画、骨とう、彫刻物その他の美術品については、
その保険の対象と同等と認められる物の市場流通
価額をいいます。

保険の対象である家財のうち、次のいずれかの物
をいいます。
ア． 貴金属、宝玉および宝石ならびに書画、骨とう、
彫刻物その他の美術品で、1個または1組の価
額が30万円を超えるもの

イ． 稿本、設計書、図案、雛型、鋳型、木型、紙型、模
型、証書、帳簿その他これらに類する物

ひな い

ご説明用語

た 建物

特約

被保険者

普通保険約款

保険金

土地に定着し、屋根および柱または壁を有するも
のをいい、門、塀、垣、タンク、サイロ、井戸、物干、外
灯設備等の屋外設備・装置を除きます。

と
オプションとなる補償内容など普通保険約款に定
められた事項を特別に補充・変更する事項を定め
たものです。

ひ 保険契約により補償を受けられる方をいいます。

ふ 基本となる補償内容、契約手続等に関する原則的
な事項を定めたものです。

ほ

普通保険約款およびセットされた特約により補償
される損害が生じた場合に損保ジャパンがお支払
いすべき金銭をいいます。

保険証券記載の保険金額をいいます。ただし、保
険の対象が家財である場合には、貴金属等の保険
金額を除いた額を家財の保険金額とします。

損保ジャパンに保険契約の申込みをされる方で、
保険料の支払義務を負う方をいいます。

保険契約により補償される物をいいます。

保険契約者がこの保険契約に基づいて損保ジャパ
ンに払い込むべき金銭をいいます。

保険契約者

保険の対象

保険料

取扱代理店が販売している契約プラン・特約等についての詳細は、取扱代理店または損保ジャパン
までお問い合わせください。

主な用語と略称のご説明は次のとおりです。その他の用語については、
「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご確認ください。

基本となる補償（契約プラン）、セットすることができる主な特約（任意セット特約）、自動的に
セットされる特約（自動セット特約）等は次のとおりです。
なお、水災の補償については、豪雨による土砂崩れや内水氾濫等にも備えられるため、原則
セットとなります。
また、個人用火災総合保険だけでは地震・噴火またはこれらによる津波によって生じた損害は
補償されません。補償するためには、地震保険をセットして加入する必要があります。

このマークに記載の項目は「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載されています。

ご契約の内容は、保険種類に応じた普通保険約款・特約によって定め
られています。この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載して

いるものではありません。詳細については、　　　のマークに記載の

項目も含め、「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載して

います。必要に応じて損保ジャパン公式ウェブサイト（https://www.

sompo-japan.co.jp/kinsurance/yakkan/#06）をご参照いただく

か、冊子でご希望の場合は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い

合わせください。

なお、重要事項等説明書に記載した内容はあくまで汎用的な内容となる

ため、ご契約条件によっては、お申し込みいただける内容（保険期間・補

償内容等）と異なる場合があります。

また、更改契約のお客さまについては、前契約から契約内容が変更と

なる場合がございます。契約内容の変更点について十分にご確認の

うえ、ご契約をお申し込みください。

ご説明

用語のご説明

個人用火災総合保険

地震保険（注）原則セット

自動セット特約

ＴＨＥ 家財の保険ＴＨＥ すまいの保険

同居人居住時
の被保険者に
関する特約

安心更新
サポート特約

一部のご契約を除き、自動セットされます。
詳しくは「3.契約締結後におけるご注意事
項(5）安心更新サポート特約について」を
ご参照ください。

建てかえ
費用特約

「協定再調達価額＝建
物の保険金額」の場合
は、自動セットされます。

保険の対象に建物を
含む場合は、自動セット
されます。

住宅修理トラブル
弁護士費用特約

○：補償の対象　×：補償の対象外

任意セット特約

建物や家財の
さらなる補償

建物電気的・
機械的事故特約※3

地震火災特約
（30プラン、50プラン）

費用の補償 家賃収入特約※3
事故再発防止等
費用特約

賠償等の補償

その他の補償 携行品損害特約 弁護士費用特約

個人賠償責任特約

類焼損害特約
借家人賠償責任・
修理費用特約※4

施設賠償責任特約

ご契約いただくお客さまへ

重要事項等説明書

保険金額

地震火災費用

凍結水道管
修理費用

費
用
の
補
償

　※2 臨時費用

〇 〇 〇 〇

建物：○　家財：×

ご契約の内容により異なります

本項目（P.17～28）では、個人用火災総合保険およびこれにセットされる地震保険に関する
重要な事項（「契約概要」「注意喚起情報」等）についてご説明しています。
ご契約前に必ずご確認のうえ、お申し込みいただきますようお願いします。
なお、保険契約者と被保険者が異なる場合は、
被保険者の方にもこの重要事項等説明書の内容をお伝えください。

基本となる補償（契約プラン）

火災、落雷、
破裂・爆発

建
物
や
家
財
の
補
償

水災

建物の外部から
の物体の落下、
飛来、衝突など

盗難による
盗取・損傷・
汚損

不測かつ
突発的な事故

スリム
Ⅱ型

ベーシック
Ⅰ型

ベーシック
Ⅱ型

スリム
Ⅰ型

建物・家財

※1

〇

〇

※1

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇 × × ×

〇 〇 × ×

風災、雹災、
雪災

ひょう

漏水などに
よる水濡れ

ぬ

騒擾・集団
行動等に伴う
暴力行為

じょう

〇 〇 × ×

〇 〇 × ×

〇 〇 × ×

〇 〇 〇 ×
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契約概要

（2） 基本となる補償、保険の対象および保険金額の設定方法等
①基本となる補償
個人用火災総合保険の基本となる補償（契約プラン）を構成する事故の概要および保険金を
お支払いできない主な場合は、次のとおりです。
詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご参照ください。

注意喚起情報

このマークに記載の項目は「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載されています。

補償内容

個人用火災総合保険にセットすることができる主な特約およびその保険金をお支払いする場合の
概要を記載しています。詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご参照ください。

※1  損害保険金以外に事故によって発生する費用を保険金としてお支払いする場合があります。
また、事故の区分、保険の対象またはセットされる特約によってはお支払いする損害保険金
の額や支払限度額が異なる場合があります。詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および
特約）」をご参照ください。

※2  損害の額には、保険の対象を事故発生直前の状態に復旧するために必要な費用（復旧費用）
のほか、復旧付随費用（残存物取片づけ費用、原因調査費用、損害範囲確定費用、試運転費
用、仮修理費用、賃借費用、仮設物設置費用、残業勤務などの費用、保険の対象以外の原状
復旧費用をいいます。）を含みます。

※3  建物を復旧できない場合または復旧費用が協定再調達価額に達した場合は、自己負担額を
差し引きません。

※4  自己負担額は、「0円、1万円、3万円、5万円、10万円、20万円」からお選びいただけます。
なお、ご契約内容によりご選択いただけない自己負担額があります。また、事故の区分に
よりご選択いただいた自己負担額よりも高い自己負担額が適用される場合があります。

※5 次のものは、以下を限度に補償します。

※6  損害の額は時価額を基準とします。

（注）②、③については、自己負担額を差し引かず損害の額をお支払いします。

貴金属等①

②

③

保険の対象

1回の事故につき、1個または1組ごとに100万円
または貴金属等の保険金額のいずれか低い額

限度額

盗難、不測かつ突発的な事故

盗難

盗難

事故の区分

通貨等、印紙、切手、乗車券等 1回の事故につき、1敷地内ごとに20万円

預貯金証書
1回の事故につき、1敷地内ごとに200万円
または家財の保険金額のいずれか低い額

契約概要③主な特約の概要

弁護士費用特約
日常生活で起こる被害事故や人格権侵害に関する紛争で、被保険者が相手方に法律上の損害
賠償請求をする場合や、自動車等の対人加害事故における刑事事件の対応を行う場合に弁護士
へ相談・依頼する費用等を補償します。

個人賠償責任特約
日常生活において、被保険者が偶然な事故により法律上の損害賠償責任を負担することにより
被った損害を補償します。

携行品損害特約
日本国内外において、被保険者の居住の用に供される建物（物置、車庫その他の付属建物を含み
ます。）外で、被保険者が携行している被保険者所有の身の回り品について、不測かつ突発的な
事故による損害を補償します。

類焼損害特約 お住まいからの失火で近隣の住宅や家財に延焼してしまった場合に、法律上の損害賠償責任が
なくても、近隣の住宅や家財の損害を補償します。

新価・実損払
（評価済）

新価・実損払
（罹災時再評価）

評価・支払基準

損害の額※2－自己負担額※3※4
（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）

損害の額※2－自己負担額※4
（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）

お支払いする損害保険金の額

建物

家財※5
（貴金属等※6を含む）

保険の対象

注意喚起情報④特約等の補償重複について

（注）1契約のみに特約をセットした場合は、契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別
居への変更等）により被保険者が補償の対象外になったときなどに、特約の補償がなくなるこ
とがありますので、ご注意ください。

個人賠償責任特約

携行品損害特約

今回ご契約いただく補償

自動車保険・個人用傷害所得総合保険の個人賠償責任特約

個人用傷害所得総合保険の携行品損害特約

類焼損害特約（保険の対象が家財のみ）類焼損害特約（例：保険の対象が建物のみ）

自動車保険・個人用傷害所得総合保険の弁護士費用特約弁護士費用特約

補償の重複が生じる他の保険契約の例

＜補償が重複する可能性のある主な特約＞

次の特約がセットされたご契約については、補償内容が同様の保険契約（火災保険以外の保険契約
にセットされる特約や損保ジャパン以外の保険契約を含みます。）が他にある場合は、補償が重複す
ることがあります。補償が重複すると、特約の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも
補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があります。補償内容
の差異や保険金額をご確認いただき、特約の要否をご判断いただいたうえで、ご契約ください。

保険金をお支払いする事故の説明

（ア）火災、落雷、
破裂・爆発

火災、落雷、破裂または爆発によって保険
の対象が損害を受けた場合

保険金をお支払いできない主な場合

（ウ）水災

（エ）建物の外部
からの物体の
落下、飛来、
衝突など

建物の外部からの物体の落下、飛来、衝突、
接触もしくは倒壊または建物内部での車両
もしくはその積載物の衝突もしくは接触に
よって保険の対象が損害を受けた場合

（キ）盗難による
盗取・損傷・
汚損

盗難による盗取、損傷、汚損等によって保
険の対象が損害を受けた場合
（注）家財が保険の対象である場合は、保

険証券記載の建物内における生活用
の通貨等、預貯金証書等の盗難を含
みます。

（ク）不測かつ
突発的な事故

（ア）から（キ）までの事故を除く、不測かつ
突発的な事故によって保険の対象が損害
を受けた場合

（注）不測かつ突発的な事故については、上記のほか、次のいずれかに
該当する損害に対しても保険金をお支払いすることができません。

●保険の対象に対する加工・修理等の作業（保険の対象が建物の場合
は建築・増改築等を含みます。）上の過失または技術の拙劣に起因
する損害 

●偶然な外来の事故に直接起因しない、保険の対象の電気の作用に
伴って発生した電気的事故または機械の稼働に伴って発生した機
械的事故に起因する損害

●移動電話等の携帯式通信機器、ノート型パソコン・タブレット端末等
の携帯式電子事務機器およびこれらの付属品について生じた損害

 等

（イ）風災、雹災、
雪災

ひょう

（オ）漏水などに
よる水濡れ

ぬ

風災、雹災、雪災によって保険の対象が損
害を受けた場合

ひょう

洪水や土砂崩れなどの水災（協定再調達
価額の30％以上の損害、床上浸水※）に
よって保険の対象が損害を受けた場合
※居住の用に供する部分の床（畳敷また
は板張等のものをいい、土間、たたきの
類を除きます。） を超える浸水または地
盤面（床面が地盤面より下にある場合
は、その床面をいいます。）より45cmを
超える浸水をいいます。

こう

給排水設備に生じた事故（給排水設備自
体に生じた損害を除きます。）または被保
険者以外の者が占有する戸室で生じた事
故に伴う漏水、放水または溢水による水
濡れによって保険の対象が損害を受けた
場合

いっ

ぬ

（カ）騒擾・集団
行動等に伴う
暴力行為

じょう
騒擾、集団行動または労働争議に伴う暴
力行為等によって保険の対象が損害を受
けた場合

じょう

●保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の故意、重大な
過失または法令違反によって生じた損害
●保険の対象である家財の置き忘れまたは紛失による損害
●保険の対象である家財が保険証券記載の建物外および付属建物外に
ある間に生じた事故による損害。ただし、敷地内に所在する宅配物、自
転車および原動機付自転車に生じた事故を除きます。
●地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震等」といいます。）を原因
とする損壊・埋没・流失による損害※

●地震等による火災（延焼・拡大を含みます。）損害または火元の発生原因
を問わず、地震等によって延焼・拡大した火災損害※

※地震保険をセットすることで、補償することができます。
　→後記⑷「地震保険の取扱い」をご参照ください。
●核燃料物質に起因する事故による損害
●保険の対象の欠陥によって生じた損害
●保険の対象の自然の消耗もしくは劣化（日常の使用に伴う磨耗、消耗も
しくは劣化または凍害もしくはボイラスケールを含み、保険の対象が建
物の場合は、屋根材等のずれや釘のゆるみ、浮き上がり等を含みま
す。）または性質による変色、変質、さび、かび、腐敗、腐食、浸食、ひび
割れ、剥がれ、肌落ち、発酵もしくは自然発熱の損害その他類似の損害
●ねずみ食い、虫食い等
●雨漏りおよび風、雨、雪、雹、砂塵、融雪水その他これらに類するものの
吹き込み、浸み込みまたは漏入（すが漏れを含みます。）による損害
●保険の対象のすり傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、ゆがみ、たわみ、へこ
みその他外観上の損傷または汚損（落書きを含みます。）であって、保
険の対象ごとに、その保険の対象が有する機能の喪失または低下を伴
わない損害（保険の対象が建物の場合は、機能の喪失または低下を伴
わない雨樋や塀のゆがみ等を含みます。）  等

ひょう じん

個人用火災総合保険の契約プランの補償により、保険の対象に生じた損害に対して損害保険金※1

をお支払いします。
なお、保険の対象が建物の場合は、全損や再築などを除き建物を事故直前の状態に復旧したときに
損害保険金をお支払いします。
（損保ジャパンが承認した場合は、建物を事故直前の状態に復旧する前に、復旧したものとみなしま
す。）

契約概要②お支払いする損害保険金の額 注意喚起情報
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契約概要

（2） 基本となる補償、保険の対象および保険金額の設定方法等
①基本となる補償
個人用火災総合保険の基本となる補償（契約プラン）を構成する事故の概要および保険金を
お支払いできない主な場合は、次のとおりです。
詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご参照ください。

注意喚起情報

このマークに記載の項目は「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」に記載されています。

補償内容

個人用火災総合保険にセットすることができる主な特約およびその保険金をお支払いする場合の
概要を記載しています。詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および特約）」をご参照ください。

※1  損害保険金以外に事故によって発生する費用を保険金としてお支払いする場合があります。
また、事故の区分、保険の対象またはセットされる特約によってはお支払いする損害保険金
の額や支払限度額が異なる場合があります。詳しくは「ご契約のしおり（普通保険約款および
特約）」をご参照ください。

※2  損害の額には、保険の対象を事故発生直前の状態に復旧するために必要な費用（復旧費用）
のほか、復旧付随費用（残存物取片づけ費用、原因調査費用、損害範囲確定費用、試運転費
用、仮修理費用、賃借費用、仮設物設置費用、残業勤務などの費用、保険の対象以外の原状
復旧費用をいいます。）を含みます。

※3  建物を復旧できない場合または復旧費用が協定再調達価額に達した場合は、自己負担額を
差し引きません。

※4  自己負担額は、「0円、1万円、3万円、5万円、10万円、20万円」からお選びいただけます。
なお、ご契約内容によりご選択いただけない自己負担額があります。また、事故の区分に
よりご選択いただいた自己負担額よりも高い自己負担額が適用される場合があります。

※5 次のものは、以下を限度に補償します。

※6  損害の額は時価額を基準とします。

（注）②、③については、自己負担額を差し引かず損害の額をお支払いします。

貴金属等①

②

③

保険の対象

1回の事故につき、1個または1組ごとに100万円
または貴金属等の保険金額のいずれか低い額

限度額

盗難、不測かつ突発的な事故

盗難

盗難

事故の区分

通貨等、印紙、切手、乗車券等 1回の事故につき、1敷地内ごとに20万円

預貯金証書
1回の事故につき、1敷地内ごとに200万円
または家財の保険金額のいずれか低い額

契約概要③主な特約の概要

弁護士費用特約
日常生活で起こる被害事故や人格権侵害に関する紛争で、被保険者が相手方に法律上の損害
賠償請求をする場合や、自動車等の対人加害事故における刑事事件の対応を行う場合に弁護士
へ相談・依頼する費用等を補償します。

個人賠償責任特約
日常生活において、被保険者が偶然な事故により法律上の損害賠償責任を負担することにより
被った損害を補償します。

携行品損害特約
日本国内外において、被保険者の居住の用に供される建物（物置、車庫その他の付属建物を含み
ます。）外で、被保険者が携行している被保険者所有の身の回り品について、不測かつ突発的な
事故による損害を補償します。

類焼損害特約 お住まいからの失火で近隣の住宅や家財に延焼してしまった場合に、法律上の損害賠償責任が
なくても、近隣の住宅や家財の損害を補償します。

新価・実損払
（評価済）

新価・実損払
（罹災時再評価）

評価・支払基準

損害の額※2－自己負担額※3※4
（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）

損害の額※2－自己負担額※4
（保険金額の2倍（復旧費用は保険金額）が限度）

お支払いする損害保険金の額

建物

家財※5
（貴金属等※6を含む）

保険の対象

注意喚起情報④特約等の補償重複について

（注）1契約のみに特約をセットした場合は、契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別
居への変更等）により被保険者が補償の対象外になったときなどに、特約の補償がなくなるこ
とがありますので、ご注意ください。

個人賠償責任特約

携行品損害特約

今回ご契約いただく補償

自動車保険・個人用傷害所得総合保険の個人賠償責任特約

個人用傷害所得総合保険の携行品損害特約

類焼損害特約（保険の対象が家財のみ）類焼損害特約（例：保険の対象が建物のみ）

自動車保険・個人用傷害所得総合保険の弁護士費用特約弁護士費用特約

補償の重複が生じる他の保険契約の例

＜補償が重複する可能性のある主な特約＞

次の特約がセットされたご契約については、補償内容が同様の保険契約（火災保険以外の保険契約
にセットされる特約や損保ジャパン以外の保険契約を含みます。）が他にある場合は、補償が重複す
ることがあります。補償が重複すると、特約の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも
補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があります。補償内容
の差異や保険金額をご確認いただき、特約の要否をご判断いただいたうえで、ご契約ください。

保険金をお支払いする事故の説明

（ア）火災、落雷、
破裂・爆発

火災、落雷、破裂または爆発によって保険
の対象が損害を受けた場合

保険金をお支払いできない主な場合

（ウ）水災

（エ）建物の外部
からの物体の
落下、飛来、
衝突など

建物の外部からの物体の落下、飛来、衝突、
接触もしくは倒壊または建物内部での車両
もしくはその積載物の衝突もしくは接触に
よって保険の対象が損害を受けた場合

（キ）盗難による
盗取・損傷・
汚損

盗難による盗取、損傷、汚損等によって保
険の対象が損害を受けた場合
（注）家財が保険の対象である場合は、保

険証券記載の建物内における生活用
の通貨等、預貯金証書等の盗難を含
みます。

（ク）不測かつ
突発的な事故

（ア）から（キ）までの事故を除く、不測かつ
突発的な事故によって保険の対象が損害
を受けた場合

（注）不測かつ突発的な事故については、上記のほか、次のいずれかに
該当する損害に対しても保険金をお支払いすることができません。

●保険の対象に対する加工・修理等の作業（保険の対象が建物の場合
は建築・増改築等を含みます。）上の過失または技術の拙劣に起因
する損害 

●偶然な外来の事故に直接起因しない、保険の対象の電気の作用に
伴って発生した電気的事故または機械の稼働に伴って発生した機
械的事故に起因する損害

●移動電話等の携帯式通信機器、ノート型パソコン・タブレット端末等
の携帯式電子事務機器およびこれらの付属品について生じた損害

 等

（イ）風災、雹災、
雪災

ひょう

（オ）漏水などに
よる水濡れ

ぬ

風災、雹災、雪災によって保険の対象が損
害を受けた場合

ひょう

洪水や土砂崩れなどの水災（協定再調達
価額の30％以上の損害、床上浸水※）に
よって保険の対象が損害を受けた場合
※居住の用に供する部分の床（畳敷また
は板張等のものをいい、土間、たたきの
類を除きます。） を超える浸水または地
盤面（床面が地盤面より下にある場合
は、その床面をいいます。）より45cmを
超える浸水をいいます。

こう

給排水設備に生じた事故（給排水設備自
体に生じた損害を除きます。）または被保
険者以外の者が占有する戸室で生じた事
故に伴う漏水、放水または溢水による水
濡れによって保険の対象が損害を受けた
場合

いっ

ぬ

（カ）騒擾・集団
行動等に伴う
暴力行為

じょう
騒擾、集団行動または労働争議に伴う暴
力行為等によって保険の対象が損害を受
けた場合

じょう

●保険契約者、被保険者またはこれらの者の法定代理人の故意、重大な
過失または法令違反によって生じた損害
●保険の対象である家財の置き忘れまたは紛失による損害
●保険の対象である家財が保険証券記載の建物外および付属建物外に
ある間に生じた事故による損害。ただし、敷地内に所在する宅配物、自
転車および原動機付自転車に生じた事故を除きます。
●地震・噴火またはこれらによる津波（以下「地震等」といいます。）を原因
とする損壊・埋没・流失による損害※

●地震等による火災（延焼・拡大を含みます。）損害または火元の発生原因
を問わず、地震等によって延焼・拡大した火災損害※

※地震保険をセットすることで、補償することができます。
　→後記⑷「地震保険の取扱い」をご参照ください。
●核燃料物質に起因する事故による損害
●保険の対象の欠陥によって生じた損害
●保険の対象の自然の消耗もしくは劣化（日常の使用に伴う磨耗、消耗も
しくは劣化または凍害もしくはボイラスケールを含み、保険の対象が建
物の場合は、屋根材等のずれや釘のゆるみ、浮き上がり等を含みま
す。）または性質による変色、変質、さび、かび、腐敗、腐食、浸食、ひび
割れ、剥がれ、肌落ち、発酵もしくは自然発熱の損害その他類似の損害
●ねずみ食い、虫食い等
●雨漏りおよび風、雨、雪、雹、砂塵、融雪水その他これらに類するものの
吹き込み、浸み込みまたは漏入（すが漏れを含みます。）による損害
●保険の対象のすり傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、ゆがみ、たわみ、へこ
みその他外観上の損傷または汚損（落書きを含みます。）であって、保
険の対象ごとに、その保険の対象が有する機能の喪失または低下を伴
わない損害（保険の対象が建物の場合は、機能の喪失または低下を伴
わない雨樋や塀のゆがみ等を含みます。）  等

ひょう じん

個人用火災総合保険の契約プランの補償により、保険の対象に生じた損害に対して損害保険金※1

をお支払いします。
なお、保険の対象が建物の場合は、全損や再築などを除き建物を事故直前の状態に復旧したときに
損害保険金をお支払いします。
（損保ジャパンが承認した場合は、建物を事故直前の状態に復旧する前に、復旧したものとみなしま
す。）
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